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1.	 2040年に向けた医療提供体制改革におけ
る地域密着型中小病院の必要性1-3）

　2026年度診療報酬改定は、2027年度から始まる新た
な地域医療構想を先取りして、急性期病院とそれ以外を
分ける大改定となった（図１）。急性期病院はさらにＡ、
Ｂに別れ、それぞれ500ずつ、すなわち人口25万人（ほ
ぼ二次医療圏）に１ヵ所ずつが想定されている。現在、
病院数は8,000弱あるので、残りの7,000弱は急性期病
院以外となる。前回の2024年度診療報酬改定では高齢
者救急の受け皿として地域包括医療病棟が創設された
が、アウトカム評価が多くて算定要件のハードルが高く、
2026年３月16日現在で236病院にとどまっている。今

回の2026年度診療報酬改定では、この地域包括医療病
棟または地域包括ケア病棟（病室単位の入院医療管理料
を含む）を有し、急性期一般入院料の病棟を持たない許
可病床200床未満の病院が、新たな包括期充実体制加算
の算定対象となったことから、実際には許可病床数200
床未満の中小病院が急性期病院に対して「包括期病院」
を担うことになる。中小病院は病院の７割、民間病院の
８割を占める。包括期病院は3,000を想定しているとの
ことにて、人口４万人に１ヵ所となる。急性期病院と包
括病院以外には、慢性期病院、単科専門病院、精神病院
などがあるが、それらは回復期リハビリテーション病院、
有床診療所とともに新たに設定される医療機関機能の中

図１　令和８年度診療報酬改定　2040年とその先を見据えた地域包括ケアシステムの深化・推進
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で「専門等機能」にまとめられているので、事実上「そ
の他機能」にされたと考えている。高齢者救急は急性期
病院Ｂと包括期病院が半分ずつ担うことになっている。
すなわち、医療機関機能のうち、「急性期拠点機能」を
急性期病院Ａが、「高齢者救急・地域急性期機能」を急
性期病院Ｂと地域包括医療病棟を有する包括期病院が、
「在宅医療等連携機能」を地域包括ケア病棟を有する在
宅療養支援病院が担うことになると考えられる。なお、
2026年10月より新たに医療機関機能報告制度が開始さ
れることになっており、すべての病院は2028年度末ま
でに自らの機能を決めることが求められる予定である
（図２）。
　わが国が本格的超高齢社会の入口に立つ2025年を目
指して2013年に開始された社会保障・税一体改革の二
本柱は地域包括ケアシステムの構築と地域医療構想の実
現であった。わが国全体として高齢化のピークを迎える
2040年に向けた次の医療提供体制改革においては、さ
らにかかりつけ医機能の充実・強化を加えた三位一体の
取り組みが求められると考えている。2025年から新た
にかかりつけ機能報告制度が開始されており、特定機能
病院を除くすべての医療機関は2026年１月から３月に
かけて初回の報告を終えた。今後は都道府県が確認後、
その内容は公表されることになっており、それを受けて
７月頃から市町村等の協議の場において、その地域に不
足している機能への対策を検討することになっている。
　2040年に向けては、地方における人口減少だけでな

く、都市部においてもすでにサービス付き高齢者住宅や
住宅型有料老人ホームなどの高齢者向け住まいが100万
戸近く建設されていて在宅医療が急速に充実してきてい
るため、病院や有床診療所の病床は、平均在院日数の短
縮もあって、以前ほど必要でなくなっている。コロナ禍
以降も病床利用率の低下は戻らず、必要な病床数や病院
数は今後とも減少すると考えられる。
　筆者は20世紀は「病院の時代」であったが、21世紀
は「地域の時代」であり、現在はその転換期にあると考
えている。2040年ごろの医療提供体制のイメージ図を
見ると（図３）、全体の６分の５は地域包括ケアシステ
ムとかかりつけ医機能が一体となっていて、主に診療所
や中小病院、特に在宅療養支援診療所や在宅療養支援病
院が中心的な役割を果たすことが想定されており、そこ
に高齢者救急を担う包括期病院も含まれる。一方急性期
病院は全体の６分の１となっており、今後大幅な集約化
が進められることが見込まれる。

2.	 地域包括ケアを支える地域密着型中小病院
としての在宅療養支援病院が担う包括期病
院の役割1-3）

　在宅療養支援病院（以下、在支病）は、2008年度の
診療報酬改定で創設され、診療報酬上ではあるが、許可
病床数200床未満の中小病院の唯一の病院類型である。
　在支病の数は2026年４月末現在で2,209と全病院数
の４分の１強を占めるまでに増加している。筆者は四病

※地域の実情に応じて、複数の医療機関機能の選択が可能
図２　区域の人口規模を踏まえた医療機関機能の考え方（案）
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院団体協議会にあった「在支病に関する委員会」をベー
スに、会長会の了解を得て、2022年３月に「一般社団
法人日本在宅療養支援病院連絡協議会（以下、在病協）」
を設立した。在支病の一部は急性期病院Ｂを目指すこと
も考えられるが、多くは地域包括ケアを支える地域密着
型中小病院として、2026年度診療報酬改定で新設され
た在宅医療充実体制加算の算定とともに、包括期病院と
して同じく新設された包括期充実体制加算の算定を目指
すことが考えられる。また、かかりつけ医機能報告制度
の開始に伴い、わが国に多いソロプラクティス診療所に
対しては、地域密着型中小病院としての在支病や在宅療
養支援診療所、そして総合診療専門医などが行っている
グループプラクティス診療所が、それぞれ連携して支援
することが求められると考えている。
　現在、筆者は人口２万人位からの市町村単位の「基本
医療介護提供圏域（仮称）」を提案している（図４）。そ
の中には地域包括ケアシステムの日常生活圏域、在宅医
療圏および同じく筆者が提案している「かかりつけ医機
能医療圏（仮称）」が含まれる。人口によって分割や統
合が可能であるが、21世紀の「地域の時代」においては、 図４　市町村単位の基本医療介護提供圏域（仮称）設定の必要性

・日常生活圏域
・在宅医療圏
・かかりつけ医機能医療圏（仮称）

基本医療介護提供圏域（仮称）
↓

市町村単位（２万人位から）
（分割・統合可）

図３　2040年頃までを視野に入れた今後の人口動態・医療需要等を踏まえた地域で必要とされる主な医療機能 · 地域の
医療提供体制のイメージ（たたき台案）②

「基本医療介護提供圏域（仮称）」が中心となり、その固
定した合議体の顔の見える関係の中でかかりつけ医機能
を含む医療や介護、さらに福祉や保育などの協議を行う
ことは、地域包括ケアのまちづくりにもつながると考え
ている。包括期病院としての在支病は、その「基本医療
介護提供圏域（仮称）」においても、「在宅医療における
在宅医療において積極的役割を担う医療機関」を含めて、
重要な役割を果たすことができると考えている。
　多くの診療科をそろえて24時間体制で救急や手術を
行う高度急性期大病院、すなわち2026年度診療報酬改
定新設された急性期病院Ａと地域包括ケアを支える地域
密着型中小病院、すなわち包括期病院としての在支病は、
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する志村フロイデグループ（2026年４月１日現在、職
員数1,367人）は、高齢化と人口減少が進む常陸大宮市
（2026年３月１日現在、高齢化率40.2％ 人口3.7万人）
を将来に渡って支えるため、2003年に県央・県北西部
で最初の回復期リハビリテーション病院スイス館の最大
診療圏内にあって、今後とも人口減少の少ない水戸市や
ひたちなか市を含めた４市１町（全体で人口約60万人）
にも拠点を設置して活動している。本県は人口約280万
人と11番目に多いが、平野が３分の２を占めるため全
国一人口が分散しており、当グループの活動エリアも南
北50km、東西30kmに及ぶ。そのため大宮、水戸、ひ
たちなか、友部の４ヵ所のエリアに分けて、それら四大
ケアタウン構想の実現を目指している（図６）。なお、
大宮には中小病院、水戸には無床診療所、ひたちなかに
は有床診療所があることから、それらの３ヵ所にはそれ
ぞれ地域包括ケアセンターを設置し、そこから様々な訪
問系サービスを提供している。また水戸は３拠点（近々
４拠点）の連携型、友部は自前の医療機関はなく、１拠
点の施設型である。

3-1.　フロイデケアタウン大宮
　当グループの母体となった志村大宮病院があり、われ
われの目標が地域の超高齢化対策、人口減少対策などと
一致していることに気付いた2000年頃から、「中小病院

病院の２つの軸となり、前者は集約化が、後者は分散化
が求められる。今後の在支病は、地域包括ケアを支える
地域密着型中小病院から地域包括ケアを支える地域密着
多機能病院、さらに治し支える病院から包括期病院、さ
らに健院、すなわち地域共生多機能職種協働拠点として、
地域包括ケアのまちづくりにおいて中心的役割を果たす
ことが期待されていると考えている（図５）。

3.	 四大ケアタウン構築を目指す志村フロイデ
グループの取り組み4-5）

　1951年に旧大宮町（現在の常陸大宮市）に開設され
た志村大宮病院（178床、在宅療養支援病院）を母体と

図５　在宅療養支援病院の果たすべき役割
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⇓
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⇓
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図６　志村フロイデグループ　全世代・全対象型地域包括ケアの拠点　フロイデケアタウン構想図
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図７　病院を中心としたまちづくり

フロイデ商店街
・飲食（バンホフ＆ケベック） ・小売（プラッツ＆あんしん介護プラザ）
・介護保険（テクノエイドセンター） ・自由空間（みんなの休憩所）
・健康増進（メディカルフィットネス）（ヘルスロード、フロイデリハビリ公園）
・イベント会場（フロイデホール）（市民健康教室）（映画上映）
・相談機能（医療法人博仁会）

建物名 築年月日

志村大宮病院 1951年→2015年

大宮フロイデハイム 1996年

志村デイサービスセンター 1998年

医療療養病棟 2000年

回復期リハビリ病棟 2003年

あんしん介護プラザ 2004年→2019年リフォーム

フロイデキンダーガルテン 2011年

コミュニティカフェバンホフ 2012年→2026年移転

サポートセンター大宮 2015年

アシストハウス大宮 2015年

キオスクプラッツ 2016年

機能訓練センターフリューゲル 2017年

いばらきテクノエイドセンター 2019年

みんなの休憩所 2019年

フロイデホール 2025年

は地域と運命共同体」であるとして、地域リハビリテー
ションの理念に沿って病院を中心としたまちづくりを実
践してきた（図７）。現在では病院を中心としたまちづ
くりだけでなく、当市が５町村の合併で誕生したことか
ら、旧町村ごとのまちづくり（小さな拠点づくり）、お
よびコロナ禍を通じてよりきめ細かな取り組みの必要性
を感じたことから、市内92の集落ごとのまちづくり（小
さな小さな拠点づくり）の、３段階のまちづくりを実践
している。われわれは本来は医療保険、介護保険、障害
福祉サービスを提供していればよいのだが、高齢化が進
むとそれが重くなり過ぎないように、手前に防波堤を設
けて介護予防や保健及び様々な生活支援を行うことが求
められるようになる。
　それらの取り組みは、都市部では営利企業が参入を希
望し、過疎地では行政や社会福祉協議会が担うことにな
るだろうが、その中間の地域では医療法人や社会福祉法
人が本来業務の一環として活動することがふさわしいと
考えている。当グループでは、行政とも連携しながら、
2025年度には全体で延べ2,445名の職員を地域に派遣
しており、フロイデサポーターと呼ぶボランティアも全
体で486名が登録されている。そして、われわれの病院
を中心としたまちづくりは、2020年から開始された常
陸大宮市の常陸大宮駅周辺整備計画の中で医療福祉ゾー
ンとして組み込まれた（図８）。当グループでは、高齢
化や人口減少が進んでもまちの賑わいを維持するために

ソフト面で全面的に協力することにしており、2026年
３月に行政と市民をつなぐ一般社団法人「まちをつむぐ」
も立ち上げた。
　2026年３月31日には、2012年に開設したコミュニ
ティカフェ「バンホフ」が、コロナ禍で来店客数が減少
した際に、持ち帰りと宅配を開始した結果、来店客数も
増えて手狭になったため、近くの空き店舗を改修して２
倍の客席数と17台の駐車場を確保して移転オープンし
た。土日は９時からの「朝カフェ」、夜は20時半まで、
金土は22時まで営業し、ビールサーバーもある「夜カ
フェ」、日曜・祝祭日も営業する「休日カフェ」も開始
した。市の中心部には都市部なら当たり前のそうしたサ
ービスを提供する店舗がこれまでなく、特に市内に居住
する当グループ職員を含む若い世代にとっては魅力のな
いまちになっていると考えていた。オープンして１ヵ月
以上経過したが、予想通り若者や家族連れが大幅に増加
している。店内にはグランドピアノも設置してあり、い
ずれミニコンサートも開催したいと考えている。なお、
旧店舗は改装して和風コミュニティーカフェ「ケベック
亭」として再オープンする予定である。また2025年に
病院前の旧銀行支店の空き店舗を購入してオープンした
「フロイデホール」では、ミニシアターとして市民向け
の映画会も予定しており、都市部には普通にある文化的
環境を少しでも確保したいと考えている。
　新バンホフの開設に伴い、周辺に設置した私設の遊歩
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道が病院前県道の歩道や同じく私設のフロイデリハビリ
公園とつながり、一周650m（短縮コースは350m）の「フ
ロイデヘルスロード」も完成した。さらに当グループ内
の15施設・店舗と２台の移動販売車で「フロイデ商店街」
という仮想の商店街を立ち上げた。常陸大宮市はこれか
らも高齢化と人口減少が進み、2040年には人口は３万
人割り、高齢化率も50％を超えると予想されている。
こうした中でも当院や市役所などが立地する市中心部を
構成する南北６Km、東西２Kmの高台には約２万人が
居住しており、これまでの人口減少も少ない。行政とは
JR水郡線常陸大宮駅（2026年３月24日に新駅舎がオー
プン）を中心とする市中心部の中核ゾーンでソフト面の
整備を行い、今後とも賑わいを維持できるエリアにしよ
うと話し合っている。

3-2.　フロイデケアタウンひたちなか
　ひたちなか市の拠点は、まず2012年に当グループオ
リジナルのリハビリ機能強化型デイサービスや小規模多
機能型居宅介護を中心とするフロイデ総合在宅サポート
センターひたちなかを開設した。その際地主より隣接す
る１ha に及ぶさつまいも畑全体を社会的に役立つ施設
に提供していただけることになり、それ以降13年をか
け３期に分けて建設を進め、2025年４月に有床診療所

を中心とする医療系、訪問系、通所系、相談系、住まい
系、こども系、障がい系の27事業（ベッド数100床/室
､ 通い定員260名）から成るフロイデケアタウンひたち
なかが完成した（図９）。同ケアタウンはひたちなか市
の中央に位置し、市の境界まで3〜7kmと近いので、市
内全域に訪問系サービスが提供できる。
　フロイデケアタウンひたちなかの敷地は東西方向に約
５ｍの高低差があったが、これをならさず、３段階に整
地した（図10）。中央にはフロイデコートと呼ぶ広場を
設けたが、これは筆者がかつてヨーロッパで見たまちに
は中心に必ず広場があったことからそれを再現した。建
物は、建築規制もあって２階までとし、７つに分棟して
周囲の住宅街との調和に配慮するとともに、各建物の色
彩は別々にしてまちらしい演出をした（図11）。敷地の
東西には２本の公道が通っており、市民はフロイデコー
トを通って24時間通り抜けすることができる。夜間は
イルミネーションを点灯して夜景にも配慮した。構内は
歩道とスロープによりすべて車椅子でも移動できるよう
に設計されており、物品の搬入路などは目立たないよう
に建物の裏側に設けている。敷地に３段階の高低差を設
けたことにより、見る場所によりさまざまな風景が楽し
める景観的にも美しいまちとなった。
　フロイデケアひたちなかのまちづくりは、大宮の病院

図８　常陸大宮駅周辺整備計画

令和2年8月21日

18時30分より

常陸大宮駅周辺整備事業住民説明会
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を中心としたまちづくりを参考にしてコミュニティ推進
室を設け、「だれもが自分らしく暮らせるまち」を目指
して、「ひたちなか市民がしあわせを実感できる」を活
動理念とし、年間活動スケジュール表を作成して積極的
に展開している（図12）。

本稿について開示すべきCOI はありません。
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通所系
・通常規模デイ （40名）
・通所リハ （25名）
・認知症対応型デイ （12名）
・小規模多機能 （29名）
・第二小規模多機能 （29名）
・看護小規模多機能 （29名）
・共生型デイ （6名）
・総合事業 （15名）

相談系 （委託・居宅介護支援）
・地域包括支援センター
・居宅介護支援事業所

医療系
・外来
・病床（19床）
・訪問診療

住まい系
・グループホーム（18床）
・住宅型有料老人ホーム（14室）
・サービス付き高齢者住宅（22室）

訪問系
・訪問看護
・訪問介護
・定期巡回
・訪問リハ

障がい系
・就労継続支援A型・移行支援(20)
・就労継続支援B型 (10)
・児童発達支援 (10)
・放課後デイ (10)

こども系
・小規模保育
・病児保育
・一時預かり保育
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図11　フロイデケアタウンひたちなか全体概要

11

敷地面積：約1 4 , 2 2 0 ㎡≒ 1 . 4 h a （ 4 , 3 0 0 坪）

フロイデ総合在宅サポートセンター
ひたちなか概要

構造・規模：鉄骨造２階
敷地面積 ： 3 , 8 3 1 . 1 1 ㎡
建築面積 ： 1 , 0 4 5 . 4 4 ㎡
延床面積 ： 1 , 5 8 8 . 0 0 ㎡

フロイデグループホーム
ひたちなか概要

構造・規模：木造平屋
敷地面積 ： 1 , 7 3 2 . 0 2 ㎡
建築面積 ： 6 3 4 . 9 8 ㎡
延床面積 ： 6 0 3 . 3 8 ㎡

フロイデひたちなかメディカルプラザ概要
構造・規模：鉄骨造２階
敷地面積 ： 4 , 7 4 9 . 0 7 ㎡
建築面積 ： 1 , 7 3 2 . 9 4 ㎡
延床面積 ： 2 , 9 1 8 . 9 7 ㎡

フロイデウエルビーングプレイスひたちなか概要

【小多機・児童発達支援棟】構造・規模：鉄骨造２階
敷地面積 ： 1 , 1 2 9 . 4 8 ㎡
建築面積 ： 4 2 1 . 2 9 ㎡
延床面積 ： 7 8 2 . 8 8 ㎡

【サ高住棟】構造・規模：鉄骨造２階
敷地面積 ： 1 , 5 4 3 . 4 1 ㎡
建築面積 ： 5 9 5 . 8 4 ㎡
延床面積 ： 9 8 8 . 5 8 ㎡

【保育・就労棟】構造・規模：鉄骨造平屋
敷地面積 ： 1 , 2 4 1 . 5 4 ㎡
建築面積 ： 4 2 7 . 1 3 ㎡
延床面積 ： 3 9 0 . 5 7 ㎡

2012.3

2019.5

2023.4

2025.4

図12　令和８年度年間活動スケジュール

２０２6年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

西原地区

こども・子育て
世代

保育

栄養・食育 實松

地域
コミュニティ

大越

地域医療・健康 連携室

市民公開講座 安久

オクートー
バーフェスタ

こどものたまりば（毎週木曜日）

夏休み
宿題ひろば

春休み
３月末〜４月初め

夏休み
７月末〜８/３１

ゴールデンウィーク
４/２９〜５/６

お盆休み
８/１３〜８/１

冬休み
１２月末〜１月初め

春休み
３月末〜

総会 西原祭り 秋季大運動会 三世代交流会

勝田全国マラソン

注連縄
づくり

ふれあい
祭り

子育て
マルシェ

在宅医療
フェス

クリスマス
マーケット

勝田全国
マラソン給水所

ハロウィン クリスマス

安久ドクター勉強会（不定期）

医療機関
事業所交流会

フロイデ
スプリング
フェスタ

花火
鑑賞会

市民
公開講座

市民
公開講座

市民
公開講座

市民
公開講座

市民
公開講座


